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個人情報の保護に関する法律に基づく開示決定等に対する審査請求の取扱要綱

の制定について（通達）

個人情報保護条例（平成８年宮城県条例第２７号）に基づく開示決定等に対する審

査請求の取扱いについては 「個人情報保護条例に基づく開示決定等に対する審査請、

求の取扱要綱の改正について（通達 （令和３年５月２７日付け宮本総第６８３号））」

により運用してきたところであるが、この度、個人情報の保護に関する法律（平成１

） 、 、５年法律第５７号 の改正に伴い 個人情報に係る規定が同法に統一されたことから

個人情報の保護に関する法律に基づく開示決定等に対する審査請求の取扱要綱を別添

のとおり制定し、令和５年４月１日から運用することとしたので、誤りのないように

されたい。

なお、これに伴い、前記通達は廃止する。



個人情報の保護に関する法律に基づく開示決定等に対する審査請求の取扱要綱

第１ 趣旨

この要綱は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「個

」 。） （ 「 」 。）人情報保護法 という に基づき宮城県公安委員会 以下 公安委員会 という

又は警察本部長が行った開示決定等（個人情報保護法第８２条第１項の決定及び同

条第２項の決定をいう。以下同じ 、訂正決定等（個人情報保護法第９３条第１項。）

の決定及び同条第２項の決定をいう。以下同じ ）及び利用停止決定等（個人情報。

保護法第１０１条第１項の決定及び同条第２項の決定をいう。以下同じ ）に対す。

る審査請求 以下単に 審査請求 という の手続について 行政不服審査法 平（ 「 」 。） 、 （

成２６年法律第６８号。以下「法」という 、行政不服審査法施行令（平成２７年。）

政令第３９１号 以下 施行令 という 宮城県公安委員会審査請求手続規則 平。 「 」 。）、 （

成２８年宮城県公安委員会規則第５号）及び宮城県公安委員会審査請求手続に関す

る訓令（平成２８年宮城県警察本部訓令第１６号。以下「訓令」という ）並びに。

（ 。 「 」個人情報の保護に関する法律施行条例 令和４年宮城県条例第７２号 以下 条例

という ）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。。

第２ 審査請求に関する事項

１ 審査請求の受理手続

審査請求の受理は、総務部総務課（以下「総務課」という ）において行うも。

のとする。この場合において、当該審査請求に係る相談、案内及び書面の受付に

際して必要と認めるときは、宮城県警察組織規則（昭和３７年宮城県公安委員会

規則第２号）第２条第５号に規定する課等、同条第６号に規定する学校及び同規

則第１５条の２第１項に規定する庶務課（以下これらを「課等」という ）のう。

ち、当該審査請求の対象となる開示決定等、訂正決定等及び利用停止決定等の事

務を所管する課等（以下｢所管課｣という ）の担当職員が立ち会うなど、適正な。

受理に努めるものとする。

⑴ 警察情報センターに提出された場合における確認

審査請求人又はその代理人（以下「審査請求人等」という ）から審査請求。

書が宮城県警察情報センター（以下「警察情報センター」という ）に対して。

提出された場合は、総務部総務課長（以下「総務課長」という ）は、当該審。

査請求について適法又は不適法の確認を行い受理するほか、必要により補正の

命令を行うものとする。

⑵ 所管課に提出された場合における確認

審査請求人等から審査請求書が所管課に対して提出された場合は、当該所管

課の担当職員は、当該審査請求人等を警察情報センターへ案内し、前記⑴の規

定により総務課において受理するものとする。ただし、当該審査請求人等を警

察情報センターへ案内することができない場合は、所管課において、前記⑴の

規定に準じて受理するものとする。この場合において、所管課の長（以下「所

管課長」という ）は、総務課長と調整し、又は必要な指示を受けるものとす。

る。



⑶ 警察署に提出された場合における措置

審査請求人等から審査請求書が警察署に対して提出された場合は、当該審査

請求人等に対して、警察署は処分庁又は審査庁に当たらないことを説明の上、

、 、警察情報センターへの提出を教示するとともに 必要により総務課長に連絡し

指示を受けるものとする。

２ 審査請求の要件の確認

総務課長は、提出された審査請求書の記載事項等について、次の要件を確認の

、 。 、 、上 正副２通を提出させるものとする ただし 公安委員会が行った開示決定等

訂正決定等及び利用停止決定等に対する審査請求書の場合は、正本１通を提出さ

せるものとする。

⑴ 処分についての審査請求書の場合にあっては、法第１９条第２項及び第４項

に規定する次の記載事項

ア 審査請求人の氏名又は名称及び住所又は居所

イ 審査請求に係る処分の内容

ウ 審査請求に係る処分があったことを知った年月日

エ 審査請求の趣旨及び理由

オ 処分庁の教示の有無及びその内容

カ 審査請求の年月日

キ 審査請求人が、法人その他の社団若しくは財団である場合、総代を互選し

た場合又は代理人によって審査請求をする場合は、前記アからカまでに規定

する事項のほか、その代表者若しくは管理人、総代又は代理人の氏名及び住

所又は居所

⑵ 不作為についての審査請求書の場合にあっては、法第１９条第３項及び第４

項に規定する次の記載事項

ア 審査請求人の氏名又は名称及び住所又は居所

イ 当該不作為に係る開示請求、訂正請求又は利用停止請求の内容及び年月日

ウ 審査請求の年月日

エ 審査請求人が、法人その他の社団若しくは財団である場合、総代を互選し

た場合又は代理人によって審査請求をする場合は、前記アからウまでに規定

する事項のほか、その代表者若しくは管理人、総代又は代理人の氏名及び住

所又は居所

⑶ 代表者等の資格を証する書面

代表者若しくは管理人、総代又は代理人がある場合は、施行令第４条第２項

に規定するそれぞれの資格を証明する書面として、法人登記簿、代表者又は管

理人を選任したことを証する議事録等の謄本又は抄本、代理人委任状等の添付

の有無

⑷ 審査請求期間等の確認

ア 処分についての審査請求にあっては、審査請求に係る処分があったことを

知った日の翌日から起算して３か月以内であること。

イ 不作為についての審査請求については、開示決定等にあっては個人情報保



護法第８３条又は第８４条の、訂正決定等にあっては個人情報保護法第９４

条又は第９５条の、利用停止決定等にあっては個人情報保護法第１０２条又

は第１０３条の規定による決定期間を経過していること。

ウ 審査請求人が開示決定等、訂正決定等及び利用停止決定等によって直接に

自己の権利利益を侵害された者であること等当該審査請求の適法性及び適格

性があること。

３ 補正命令

総務課長は、審査請求書の記載事項等が形式的に不適法と認められる場合で、

当該記載事項等が補正することができるものであるときは、法第２３条の規定に

より、審査請求人等に対して相当の期間を定めて補正を命じるものとし、訓令第

４条の補正命令書（訓令別記様式第８号）により行うものとする。この場合にお

いて、総務課長は、当該補正命令について、審査請求の受理に関する公安委員会

に対する報告に併せて報告するものとし、所管課長は、総務課長に対して必要な

協力をするものとする。

４ 審査請求書の受理等

⑴ 警察本部長が行った開示決定等、訂正決定等及び利用停止決定等に対する審

査請求の場合

ア 審査請求書の受理及び報告

総務課長は、審査請求の受理に関して、審査請求書の正本により、速やか

に公安委員会に対して報告するものとする。この場合において、必要と認め

るときは、所管課長が当該審査請求の対象となる開示決定等、訂正決定等及

び利用停止決定等の事案に関する説明を行うものとする。

イ 審査請求書の副本の送付

審査請求書を受理した総務課長は、個人情報保護法第１０６条第２項の規

定により読み替えて適用する法第２９条第１項及び第２項の規定により、当

該審査請求書の副本に訓令第８条の弁明書提出要求書（訓令別記様式第１９

号の２）を付して、直ちに処分庁である警察本部長に対して送付するととも

に、相当の期間を定めて弁明書の提出を求めるものとする。この場合におけ

る審査請求書の副本の受理及び弁明書の作成に関する事務は、所管課におい

て行うものとする。

ウ 審査請求書の副本の受理等

(ｱ) 受理の報告

審査請求書の副本の送付を受けた所管課長は、当該審査請求書の副本の

受理に関して、速やかに警察本部長に対して報告しなければならない。

(ｲ) 弁明書の作成

所管課長は、前記イの相当の期間内に弁明書を作成して総務課長に提出

しなければならない。

(ｳ) 弁明書の送付

弁明書を受領した総務課長は、個人情報保護法第１０６条第２項の規定

により読み替えて適用する法第２９条第５項の規定により、当該弁明書に



訓令第９条の反論書提出期限設定通知書 訓令別記様式第２０号の２ 参（ ）（

加人に対しては、同条の意見書提出期限設定通知書（訓令別記様式第２１

号の２ ）を付して、審査請求人及び参加人に対し送付するものとする。）

(ｴ) 反論書又は意見書の送付

総務課長は、審査請求人から反論書の提出があったときは当該反論書を

参加人（他に審査請求人がいる場合は、当該審査請求人）に、参加人から

意見書の提出があったときは当該意見書を審査請求人（他に参加人がいる

場合は、当該参加人）に送付するものとする。この場合において、総務課

長は 当該反論書又は意見書の写しを宮城県個人情報保護審査会 以下 審、 （ 「

査会」という ）に送付するものとする。。

⑵ 公安委員会が行った開示決定等、訂正決定等及び利用停止決定等に対する審

査請求の場合

ア 審査請求書の受理及び報告

総務課長は、審査請求の受理に関して、速やかに公安委員会に対して報告

するとともに、所管課長に対して通知するものとする。この場合において、

必要と認めるときは、所管課長が当該審査請求の対象となる開示決定等、訂

正決定等及び利用停止決定等の事案に関する説明を行うものとする。

イ 弁明書の作成

所管課長は、相当の期間内に弁明書を作成して総務課長に提出しなければ

ならない。

ウ 弁明書の送付

弁明書を受領した総務課長は、個人情報保護法第１０６条第２項の規定に

より読み替えて適用する法第２９条第５項の規定により、当該弁明書に訓令

第９条の反論書提出期限設定通知書（参加人に対しては、同条の意見書提出

期限設定通知書）を付して、審査請求人及び参加人に対し送付するものとす

る。

エ 反論書又は意見書の送付

総務課長は、審査請求人から反論書の提出があったときは当該反論書を参

加人（他に審査請求人がいる場合は、当該審査請求人）に、参加人から意見

（ 、書の提出があったときは当該意見書を審査請求人 他に参加人がいる場合は

当該参加人）に送付するものとする。この場合において、総務課長は、当該

反論書又は意見書の写しを審査会に送付するものとする。

５ 諮問に係る書類の作成

所管課長は、当該審査請求の対象となる開示決定等、訂正決定等又は利用停止

決定等に係る個人情報開示請求書、個人情報訂正請求書又は個人情報利用停止請

求書（以下「個人情報開示請求書等」という ）の写し、決定通知書の写し、審。

査請求に係る経過説明書、事案の概要書、開示決定等、訂正決定等又は利用停止

決定等をした具体的理由その他必要な書類を作成し、速やかに総務課長に送付し

なければならない。

６ 裁決による却下



総務課長は、審査請求が次のいずれかに該当すると認められる場合は、当該審

査請求の受理に関する公安委員会に対する報告をするとき、又はその後に、法第

４５条第１項の規定により却下するための裁決について、訓令第２２条の裁決書

（訓令別記様式第４６号）により公安委員会の決裁を受け、所要の手続を行うも

のとする。この場合において、所管課長は、総務課長に対して必要な協力をする

ものとする。

⑴ 審査請求が不適法であり、かつ、補正することができない場合

⑵ 補正命令に応じなかった場合

⑶ 補正命令に定める補正の期間を経過した場合

７ 審査会に対する諮問手続

⑴ 諮問書の作成

、 、総務課長は 法第４５条第１項の規定により審査請求を却下する場合を除き

個人情報保護法第１０５条第３項において読み替えて準用する同条第１項の規

定による審査会に対する諮問に関する事務を処理するものとし、審査請求の対

象となる開示決定等、訂正決定等及び利用停止決定等をした具体的理由その他

必要な事項について、所管課に対して調査の上、アに掲げる区分に応じてそれ

ぞれ次に定める諮問書を作成し、イに掲げる書類を添付して、公安委員会の決

裁を受けるものとする。

ア 諮問書の区分

(ｱ) 個人情報保護法第８２条の規定に基づく開示決定等に係る審査請求

諮問書（別記様式第１号）

(ｲ) 個人情報保護法第９３条の規定に基づく訂正決定等に係る審査請求

諮問書（別記様式第２号）

(ｳ) 個人情報保護法第１０１条の規定に基づく利用停止決定等に係る審査請

求

諮問書（別記様式第３号）

(ｴ) 個人情報保護法第７６条の規定に基づく開示請求、個人情報保護法第９

０条の規定に基づく訂正請求及び個人情報保護法第９８条の規定に基づく

利用停止請求に係る不作為に係る審査請求

諮問書（別記様式第４号）

イ 諮問書に添付する書類

(ｱ) 個人情報開示請求書等の写し

(ｲ) 決定通知書の写し

(ｳ) 審査請求書の写し

(ｴ) 弁明書の写し

(ｵ) 審査請求に係る経過説明書

(ｶ) 諮問に係る事案の概要書

(ｷ) その他必要な書類

⑵ 諮問手続等

総務課長は、前記⑴の規定により作成した諮問書その他関係書類を審査会の



事務局に送付するなど、速やかに審査会に対する諮問の手続を行うとともに、

個人情報保護法第１０５条第３項において読み替えて準用する同条第２項の規

定による諮問をした旨の通知について、宮城県公安委員会個人情報の保護に関

する法律施行条例施行規則（令和５年宮城県公安委員会規則第３号。以下「施

行規則 という 第２１条の宮城県個人情報保護審査会への諮問について 通」 。） （

知 （施行規則別記様式第２７号）により、審査請求人等に対して通知するも）

のとする。この場合において、所管課長は、総務課長に対して必要な協力をす

るものとし、総務課長は、所管課長の補助を求めることができる。

８ 審査会による調査に対する対応

、 、総務課長及び所管課長は 審査会からの調査に対して誠実に対応するものとし

当該調査に関しては、総務課長が連絡及び調整を行うものとする。

９ 審査会に対する資料等の提出、意見の陳述等

⑴ 審査会に対する行政文書の提示

総務課長は、審査会から条例第１１条第２項の規定により開示決定等、訂正

決定等及び利用停止決定等に係る個人情報が記録されている行政文書の提示を

求められたときは、所管課長から当該行政文書又は当該行政文書に不開示とし

た部分を識別できる状態で複製したものの提出を受け、速やかに審査会に対す

る提示を行うものとする。この場合において、所管課長は、当該行政文書の内

容から、その取扱いについて特別な配慮を要すると認めるときは、総務課長に

対して特別な配慮を要する理由の説明を行うものとし、総務課長は、審査会に

対して当該理由の説明を行うものとする。

⑵ 審査会の求めによる資料等の作成及び提出

総務課長は、審査会から条例第１１条第４項の規定による資料の作成及び提

出を求められ、又は同条第５項の規定により意見書若しくは資料の提出を求め

られたときは、所管課長と調整の上、速やかに当該資料等を作成して提出する

ものとする。この場合において、所管課長は、総務課長に対して必要な協力を

するものとする。

⑶ 意見の陳述

、 、総務課長は 審査会に対して口頭で意見を述べる必要があると認めるときは

所管課長と調整の上、条例第１２条第１項の申立てを行うものとする。

⑷ 意見書又は資料の提出

総務課長は、条例第１３条の規定により審査会に対する意見書又は資料を提

出する必要があると認めるときは、所管課長と調整の上、当該意見書又は資料

を作成し、提出するものとする。

⑸ 提出資料の閲覧等の要求

ア 閲覧等要求の手続

総務課長は、条例第１４条第２項の規定により審査会に提出された意見書

若しくは資料の閲覧又はそれらの写しの交付を求めようとするときは、閲覧

等申請書（別記様式第５号）により審査会に対して申請するものとする。

イ 審査請求人等からの申請に対する措置



総務課長は、審査請求人等から条例第１４条第２項の規定により審査会に

提出された意見書若しくは資料の閲覧若しくはそれらの写しの交付の求めが

あったとき、又はこれらに関する照会を受けたときは、当該審査請求人等に

、 、対して 宮城県総務部県政情報・文書課に対する手続等必要な事項を教示し

又は案内するものとする。

⑹ 提出した資料等に関する説明等

審査会に提出した資料若しくは意見書又は意見の陳述について、審査会から

説明又は意見を述べることを求められた場合は、総務課の担当職員が説明する

ものとし、当該資料等の内容に応じて必要と認めるときは、所管課の担当職員

が説明するものとする。

１０ 審理手続への対応

総務課長は、法第２章第３節の審理手続（口頭意見陳述、提出書類の閲覧等を

いう ）に対応するものとする。。

なお、当該審理手続において作成又は取得した書類がある場合は、速やかに審

査会に当該書類の写しを提出するものとする。

１１ 答申に伴う措置

⑴ 報告及び通知

総務課長は、条例第１６条第１項の答申（以下「答申」という ）があった。

ときは、速やかに公安委員会に対して報告するとともに、当該答申の内容につ

いて、所管課長に対して通知するものとする。

⑵ 答申の内容の説明

答申の内容の通知を受けた所管課長は、審査請求に伴い作成した書類、審査

会による調査に基づき作成した意見書、資料等の関係書類に基づき、その事実

関係を整理した資料を作成して総務課長に提出するものとし、総務課長は、必

要により、当該資料に基づき公安委員会に対して説明するものとする。この場

合において、所管課長は、総務課長に対して必要な協力をするものとする。

⑶ 答申内容の公表

総務課長は、答申の内容を公表するため、当該答申の内容が記録された資料

を警察情報センターに備え付け、一般の閲覧に供するものとする。この場合に

おいて、総務課長は、当該答申に記録されている審査請求人等を特定すること

ができないよう措置を講じなければならない。

１２ 裁決

総務課長は、法第５０条第１項の裁決について、訓令第２２条の裁決書により

速やかに公安委員会の決裁を受け、所定の手続を行うものとし、当該裁決が答申

と異なる内容であるときは、その理由について併せて決裁を受けるとともに、審

査会に対する説明の手続を行うものとする。この場合において、所管課長は、総

務課長に対して必要な協力をするものとする。

１３ 裁決書謄本の送達等

⑴ 審査請求人に対する送達

総務課長は、法第５１条第２項に規定する審査請求人に対する裁決書の謄本



の送達について、裁決書の謄本に裁決書謄本送付書（別記様式第６号）を付し

て送付するものとする。

⑵ 処分庁に対する送付

総務課長は、法第５１条第４項の規定により、処分庁である警察本部長に対

して、裁決書の謄本に裁決書謄本送付書（別記様式第７号）を付して送付する

ものとする。この場合における当該裁決書の謄本の受理は、所管課において行

うものとし、速やかに警察本部長に報告しなければならない。

１４ 第三者からの審査請求に係る裁決に伴う措置

総務課長は、第三者（個人情報保護法８６条の第三者をいう。以下同じ ）か。

らの審査請求に対する裁決を行う場合で、次のいずれかに該当する裁決を行うと

きは、個人情報保護法第１０７条第１項において準用する同法第８６条第３項の

規定により 「個人情報保護事務取扱要綱の制定について（通達 （令和５年３、 ）」

月２４日付け宮本総第３４４号。以下「個人情報保護事務取扱要綱」という ）。

第７－８－⑶に規定する措置に準じた措置を講じるものとする。

⑴ 開示決定等に対する第三者からの審査請求を却下し、又は棄却する裁決

⑵ 個人情報保護事務取扱要綱第６－８－⑴の規定に基づき意見書を提出する機

会を付与した第三者に関する情報が記録されている個人情報について、開示決

定等を変更し、当該開示決定等に係る個人情報を開示する旨の裁決（当該個人

情報の開示に反対の意思を表示している場合に限る ）。

１５ 決定変更

、 、 、 、所管課長は 法第５２条第２項の規定により 裁決に従い 改めて開示決定等

訂正決定等及び利用停止決定等をするときは、個人情報保護事務取扱要綱で定め

る事務手続に準じて、速やかに当該開示決定等、訂正決定等及び利用停止決定等

の事務を処理し、開示請求者等（開示請求をした者、訂正請求をした者及び利用

停止請求をした者をいう。以下同じ ）に対して通知しなければならない。この。

場合における開示請求者等に対する通知は、前記１３－⑴の規定による裁決書の

謄本の送達と併せて行うことができる。

第３ 補則

総務課長は、開示決定等、訂正決定等及び利用停止決定等に対する審査請求の取

扱いについて、警務部監察課長に連絡するものとし、必要により助言、指導、協力

及び調整を受けるものとする。



（ ）別記様式第１号 第２－７関係

宮 公 委 第 号

年 月 日

宮城県個人情報保護審査会会長 殿

宮城県公安委員会 印

諮 問 書

個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第８２条の規定に基づく

開示決定等について、別紙のとおり、審査請求があったので、同法第１０５条第３項

において読み替えて準用する同条第１項の規定に基づき諮問します。



【別記様式第１号（第２－７関係 】）

（別紙）

１ 審査請求に係る保有個人情報

の名称等

２ 審査請求に係る開示決定等 ⑴ 開示決定等の日付及び文書番号

（開示決定等の種類）

□ 開示決定 ⑵ 開示決定等をした者

□ 一部開示決定

（該当不開示条項） ⑶ 開示決定等の概要

□ 不開示決定

（該当不開示条項）

⑴ 審 査 請 求 日

⑵ 審 査 請 求 人
３ 審 査 請 求

⑶ 審査請求の趣旨

４ 諮 問 の 理 由

５ 参 加 人 等

① 保有個人情報開示請求書（写し）

② 保有個人情報の開示をする旨の決定について（通知 （写し））

又は保有個人情報の開示をしない旨の決定について（通知 （写）

し）

６ 添 付 書 類 等 ③ 審査請求書（写し）

④ 理由説明書

⑤ 開示の実施を行った保有個人情報が記載された行政文書等（写

し）

⑥ その他参考資料

７ 諮問庁担当課

電話番号

注１ ２の「 開示決定等の種類 」については、該当する開示決定等の□をチェックすること。（ ）

また、一部開示決定又は不開示決定の場合には、該当不開示条項（個人情報の保護に関する法律第７８

条第１項各号、同法第８１条又は文書不存在）を記載すること。

２ ４の「諮問の理由」の欄については、例えば 「原処分維持が適当と考えるため 「全部開示とすること、 。」、

が適当と考えるが、第三者の反対意見書が提出されているため 」など、諮問を必要とする理由を簡潔に記。

述すること。

３ ６の⑥の「その他参考資料」とは、例えば、第三者から反対意見書が提出されている場合の当該反対意見

書や、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第１１条の総代、同法第１２条の代理人又は同法第１

３条の参加人の選任又は決定がなされている場合のそれを示す書面、個人情報の保護に関する法律第８３

条第２項又は同法第８４条の規定に基づく開示決定等の期限に係る通知の写し等である。



（ ）別記様式第２号 第２－７関係

宮 公 委 第 号

年 月 日

宮城県個人情報保護審査会会長 殿

宮城県公安委員会 印

諮 問 書

個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第９３条の規定に基づく

訂正決定等について、別紙のとおり、審査請求があったので、同法第１０５条第３項

において読み替えて準用する同条第１項の規定に基づき諮問します。



【別記様式第２号（第２－７関係 】）

（別紙）

１ 審査請求に係る保有個人情報

の名称等

⑴ 訂正決定等の日付及び文書番号

２ 審査請求に係る訂正決定等

（訂正決定等の種類） ⑵ 訂正決定等をした者

□ 訂正決定

□ 不訂正決定 ⑶ 訂正決定等の概要

⑴ 審 査 請 求 日

⑵ 審 査 請 求 人
３ 審 査 請 求

⑶ 審査請求の趣旨

４ 諮 問 の 理 由

５ 参 加 人 等

① 保有個人情報訂正請求書（写し）

② 保有個人情報の訂正をする旨の決定について（通知 （写し）又）

は保有個人情報の訂正をしない旨の決定について（通知 （写し）
６ 添 付 書 類 等

）

③ 審査請求書（写し）

④ 理由説明書

⑤ その他参考資料

７ 諮問庁担当課

電話番号

注１ ２の「 訂正決定等の種類 」については、該当する訂正決定等の□をチェックすること。（ ）

２ ４の「諮問の理由」の欄については、例えば 「原処分維持が適当と考えるため 」など、諮問を必要とす、 。

る理由を簡潔に記述すること。

「 」 、 、 （ ） 、３ ６の⑤の その他参考資料 とは 例えば 行政不服審査法 平成２６年法律第６８号 第１１条の総代

同法第１２条の代理人又は同法第１３条の参加人の選任又は決定がなされている場合のそれを示す書面、個

人情報の保護に関する法律第９４条第２項又は同法第９５条の規定に基づく訂正決定等の期限に係る通知の

写し等である。

なお、審査請求人から訂正請求の趣旨及び理由を根拠付ける資料が提出されている場合には、当該根拠

資料を添付する。



（ ）別記様式第３号 第２－７関係

宮 公 委 第 号

年 月 日

宮城県個人情報保護審査会会長 殿

宮城県公安委員会 印

諮 問 書

個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第１０１条の規定に基づ

く利用停止決定等について、別紙のとおり、審査請求があったので、同法第１０５条

第３項において読み替えて準用する同条第１項の規定に基づき諮問します。



【別記様式第３号（第２－７関係 】）

（別紙）

１ 審査請求に係る保有個人情報

の名称等

⑴ 利用停止決定等の日付及び文書番号

２ 審査請求に係る利用停止決定

等（利用停止決定等の種類） ⑵ 利用停止決定等をした者

□ 利用停止決定

□ 不利用停止決定 ⑶ 利用停止決定等の概要

⑴ 審 査 請 求 日

⑵ 審 査 請 求 人
３ 審 査 請 求

⑶ 審査請求の趣旨

４ 諮 問 の 理 由

５ 参 加 人 等

① 保有個人情報利用停止請求書（写し）

② 保有個人情報の利用停止をする旨の決定について（通知 （写）

し）又は保有個人情報の利用停止をしない旨の決定について（通

６ 添 付 書 類 等 知 （写し））

③ 審査請求書（写し）

④ 理由説明書

⑤ その他参考資料

７ 諮問庁担当課

電話番号

注１ ２の「 利用停止決定等の種類 」については、該当する利用停止決定等の□をチェックすること。（ ）

２ ４の「諮問の理由」の欄については、例えば 「原処分維持が適当と考えるため 」など、諮問を必要と、 。

する理由を簡潔に記述すること。

３ ６の⑤の「その他参考資料」とは、例えば、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第１１条の総

代、同法第１２条の代理人又は同法第１３条の参加人の選任又は決定がなされている場合のそれを示す書

面、個人情報の保護に関する法律第１０２条第２項又は同法第１０３条の規定に基づく利用停止決定等の

期限に係る通知の写し等である。

なお、審査請求人から利用停止請求の趣旨及び理由を根拠付ける資料が提出されている場合には、当該

根拠資料を添付する。



（ ）別記様式第４号 第２－７関係

宮 公 委 第 号

年 月 日

宮城県個人情報保護審査会会長 殿

宮城県公安委員会 印

諮 問 書

個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号 ［第７６条の規定に基づ）

く開示請求・第９０条の規定に基づく訂正請求・第９８条の規定に基づく利用停止請

求］に係る不作為について、別紙のとおり、審査請求があったので、同法第１０５条

第３項において読み替えて準用する同条第１項の規定に基づき諮問します。



【別記様式第４号（第２－７条関係 】）

（別紙）

１ ［開示請求・訂正請求・利用

停止請求］に係る保有個人情報

の名称等

⑴ ［開示請求・訂正請求・利用停止請求］の日付

２ 審査請求に係る［開示請求・

訂正請求・利用停止請求］ ⑵ ［開示請求・訂正請求・利用停止請求］の宛先

３ 補正に要した日数及び［開示

決定等・訂正決定等・利用停止

決定等］の期限

⑴ 審 査 請 求 日

⑵ 審 査 請 求 人
４ 審 査 請 求

⑶ 審査請求の趣旨

５ 諮 問 の 理 由

６ 参 加 人 等

① ［保有個人情報開示請求書・保有個人情報訂正請求書・保有個

人情報利用停止請求書 （写し）］

７ 添 付 書 類 等 ② 審査請求書（写し）

③ 理由説明書

④ その他参考資料

８ 諮問庁担当課

電話番号

注１ １の「 開示請求・訂正請求・利用停止請求］に係る保有個人情報の名称等」の欄については、開示請求［

の場合には当該開示請求に係る保有個人情報の名称を、訂正請求又は利用停止請求の場合には当該訂正請

求又は利用停止請求に係る保有個人情報の名称を記述すること。

２ ３の「補正に要した日数及び［開示決定等・訂正決定等・利用停止決定等］の期限」の欄については、

、 （ 。補正を求めた場合には当該補正に要した日数を 個人情報の保護に関する法律 平成１５年法律第５７号

以下「法」という ［第８３条第２項・第９４条第２項・第１０２条第２項］の規定による期間の延長を。）

行った場合には［開示決定等・訂正決定等・利用停止決定等］の期限を ［法第８４条の規定が適用された、

場合には残りの保有個人情報について開示決定等をする期限・法第９５条又は法第１０３条の規定が適用

された場合には訂正決定等又は利用停止決定等をする期限］を、それぞれ記述すること。

３ ５の「諮問の理由」の欄については、例えば 「開示請求から相当の期間（※）が経過していないと考え、

るため 」など、諮問を必要とする理由を簡潔に記述すること。。

（※）行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第３条に規定する「相当の期間」を指す。以下同じ。

４ ７の③の「理由説明書」においては、例えば、開示請求から相当の期間（※）が経過していないと考え

る理由について、法第８４条の規定が適用された場合には、同条を適用した理由、同条の「相当の期間」

として設定した期間の妥当性などを具体的に記述すること。

５ ７の④の「その他参考資料」とは、例えば、第三者から反対意見書が提出されている場合の当該反対意

見書や、行政不服審査法第１１条の総代、同法第１２条の代理人又は同法第１３条の参加人の選任又は決

定がなされている場合のそれを示す書面、法第８３条第２項又は法第８４条の規定に基づく開示決定等の

期限に係る通知の写し等である。



別記様式第５号（第２－９関係）

閲 覧 等 申 請 書

宮 公 委 第 号

年 月 日

宮城県個人情報保護審査会会長 殿

宮城県公安委員会 印

個人情報の保護に関する法律施行条例第１４条第２項の規定により、下記のとおり

提出資料の閲覧又はそれらの写しの交付を申請します。

記

審査請求に係 年 月 日付け 第 号決定

る開示決定等

申請する提出

資料の内容

提出資料の閲
１ 閲覧・視聴 ２ 写しの交付・複製物の供与 ３ １及び２

覧方法の区分

担 当 課

電話番号（ ） － 内線



別記様式第６号（第２－１３関係）

宮 公 委 第 号

年 月 日

裁 決 書 謄 本 送 付 書

殿

宮城県公安委員会 印

年 月 日付けで提起された

についての審査請求に対する裁決をしたので、行政不服審査法第５１条第２項の規定

により、別添のとおり裁決書の謄本を送付する。



別記様式第７号（第２－１３関係）

宮 公 委 第 号

年 月 日

裁 決 書 謄 本 送 付 書

宮城県警察本部長 殿

宮城県公安委員会 印

年 月 日付けで提起された

についての審査請求に対する裁決をしたので、行政不服審査法第５１条第４項の規定

により、別添のとおり裁決書の謄本を送付する。


